
1  課題を抱える業務の内容

3 こんな技術を求めています！

横９ 複数の通信方式に対応した一体型スマートメーター

2 課題の詳細

求める技術：⑪

横浜市

本市では、お客さまサービスの向上や検針業務の効率化、人口減少による検針員の担い手不足への対応のため、
第１次モデル事業（R2～）での技術的検証やメーターメーカーとの共同研究（R3～４）（一体型、アタッチメン
ト型スマートメーター）によるメーター価格の低減化等、スマートメーターの導入に向けた検討を進めています。

第１次モデル事業（R2～）

これまでの取組ではスマートメーターの技術的な実効性を確認できましたが、本
格導入に向けてはメーター価格や通信費などの導入等にかかる費用が高額なことに
加え、次の点が課題となっています。
①メーター本体
現在市場に流通しているのは電子式メーターと通信端末を組み合わせた分離型で

すが、結線作業が不要で、施工性に優れる一体型（又は現場での施工性を考慮した
アタッチメント型）メーターが求められます。
②通信方式
市内全域に導入する場合、都市部から郊外部まで様々な通信環境が想定されるた

め、設置環境ごとに適した通信方式を選択する必要があります。
また、令和３年度に共同検針ＩＦ会議（※）において「共同検針運用ガイドライ

ン」が策定され、将来的な水道スマートメーターにおける通信方式の選択肢の一つ
として、水道事業体が電力SM通信ネットワークを利用できる可能性が拓かれたこ
とから、ガイドラインに示された通信方式にも対応していく必要があります。

分離型で主流のスター方式（LTE-MやNB-IoTなど）に加え、マルチホップ方式（Wi-SUNなど）に対応した
一体型又はアタッチメント型スマートメーター。ただし、両通信方式への対応が同一製品で実現困難な場合は、
通信方式ごとに別製品とすることも可能とします。
また、上記の条件を満たした上で、従来の分離型と比較して低価格化が見込めるもの。

※共同検針ＩＦ会議
共同検針等で電力スマートメー

ター通信システムを利用する場合
の運用ルールや仕様を作成するこ
とを目的として、有識者や各団体、
企業により構成された会議（経産
省の次世代スマートメーター制度
検討会の下部組織）


